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(57)【要約】
【課題】回転板に立設されたアーム部にワイヤーボビン
及びノズルが固着されると共に当該ノズル先端が巻治具
に取着された巻枠に対して旋回運動を行いながら線材を
巻回する、新規な巻線機を提供する。
【解決手段】主軸モータ１６により回転する回転板１４
に立設されたアーム部５６にワイヤーボビンＳ４及びノ
ズル５が固着されると共にノズル５が巻枠６に対して旋
回運動を行い線材を巻回する旋回機構部２と、旋回機構
部２側の線材の始線を把持すると共に巻回ワークの終了
後に線材を切断するチャック機構部Ａと、フライヤー５
２により巻枠６に対して線材の巻回を行うフライヤー巻
回機構部５１と、フライヤー巻回機構部５１側の線材の
始線を把持すると共に巻回ワークの終了後に線材をカッ
トするチャック機構部Ｂと、旋回機構部２・チャック機
構部Ａ・フライヤー巻回機構部５１・チャック機構部Ｂ
の各機構の制御を行う制御部から成る。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
 モータの回転駆動の伝達を受けて回転する回転板に立設されたアーム部にワイヤーボビ
ン及びノズルが固着されると共に当該ノズル先端が巻治具に取着された巻枠に対して旋回
運動を行い上記ノズルから供給される線材を巻回することを特徴とする、巻線機。
【請求項２】
　モータの回転駆動の伝達を受けて回転する回転板に立設されたアーム部にワイヤーボビ
ン及びノズルが固着されると共に当該ノズル先端が巻治具に取着された巻枠に対して旋回
運動を行い上記ノズルから供給される線材を巻回する旋回機構部と、当該旋回機構部側に
おける線材の始線を把持すると共に巻回ワークの終了後に線材を切断するチャック機構部
Ａと、上記巻治具に取着された巻枠先端と突合する突合ロッドを有する突合ロッド機構部
と、上記旋回機構部・チャック機構部Ａ・突合ロッド機構部の各機構の制御を行う制御部
から成る巻線機であり、上記旋回機構部には正逆回転自在な主軸モータＳ、上記巻治具に
取着された複数の巻枠から巻回に供する巻枠を巻回軸心位置に移動すると共に巻治具から
突出及び引戻すための巻枠移動モータ、上記巻治具に取着される各巻枠の巻回部を巻枠体
に後退及び伸延するための可動手段、旋回機構部をトラバース移動するトラバースモータ
Ｓが具備されている一方、上記突合ロッド機構部には、当該突合ロッド機構部をトラバー
ス移動するトラバースモータＴが具備されていることを特徴とする、巻線機。
【請求項３】
　モータの回転駆動の伝達を受けて回転する回転板に立設されたアーム部にワイヤーボビ
ンＳ及びノズルが固着されると共に当該ノズル先端が巻治具に取着された巻枠に対して旋
回運動を行い上記ノズルから供給される線材を巻回する旋回機構部と、当該旋回機構部側
における線材の始線を把持すると共に巻回ワークの終了後に線材を切断するチャック機構
部Ａと、フライヤーにより上記巻枠に対して線材の巻回を行うフライヤー巻回機構部と、
当該フライヤー巻回機構部側における線材の始線を把持すると共に巻回ワークの終了後に
線材をカットするチャック機構部Ｂと、上記旋回機構部・チャック機構部Ａ・フライヤー
巻回機構部・チャック機構部Ｂの各機構の制御を行う制御部から成る巻線機であり、上記
旋回機構部には主軸モータＳ、上記巻治具に取着された複数の巻枠から巻回に供する巻枠
を巻回軸心位置に移動すると共に巻治具から突出及び引戻すための巻枠移動モータ、上記
巻治具に取着される各巻枠の巻回部を巻枠体に後退及び伸延するための可動手段、旋回機
構部にトラバース移動を行なわせるトラバースモータＳが具備されている一方、上記フラ
イヤー側の巻回機構部には、当該フライヤーに線材を供給するワイヤーボビンＦ、上記巻
枠に対して上記フライヤーを回転するための正逆回転自在な駆動モータＦ、巻回機構部を
トラバース移動するトラバースモータＦが具備されていることを特徴とする、巻線機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転板に立設されたアーム部にワイヤーボビン及びノズルが固着されると共
に当該ノズル先端が巻治具に取着された巻枠に対して旋回運動を行い当該ノズルから供給
される線材を巻回するようにした、新規な巻線機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年の電子機器の発展は目覚しく、より軽量、より小型、より薄型、且つより高品位な
ものが志向されている。特に、液晶テレビ、ＤＶＤレコーダー、デジタルカメラ等の映像
機器やミニコンポーネントのような音響機器、携帯電話のような通信機器には、各種の多
連コイルが採用されている。従来、多連コイルの製作は、個々のコイルを個別の巻線機に
よって製作し、これらの単体コイルを幾つか半田で結合して製作するようにしていた。こ
のことから、従来の多連コイルは品質にバラツキがあると共にその製作には時間を要すと
いった欠点があった。また、上記近年の電子機器における、より軽量、より小型、より薄
型志向に応え、これら機器に組み込まれる多連コイル自体に極小化が求められ、このよう
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な極小多連コイルを巻回する巻線機の提案が求められている。
【０００３】
　一方、上記従来の多連コイルに係る欠点を解消するため、1本の連続する線材を用いて
複数のコイルを製作するための自動巻線機が開示されている。例えば、特開平８－３２１
４３１号として開示されているコイル巻線機は、２本のスピンドルを同軸上対向するよう
に配置し、２つの巻芯部材をそれぞれスピンドルの軸方向に移動可能に取着し、上記対向
するスピンドル間に軸に直交する外方に退避移動できる中間プレートを設けたものであり
、対向する２つの巻芯部材で上記中間プレートを挟持し、上記２本のスピンドルを同期回
転させると、ノズルから供給される線材は上記スピンドルと一体回転する巻芯部材に巻き
付けられ、中間プレートの両端でそれぞれコイルを形成する一方、巻線後は上記スピンド
ルの回転を停止して、上記中間プレートを退避位置へ移動し、この状態で各巻芯部材をス
ピンドル側に後退させて、巻回された二連コイルを巻芯部材から外す構成となっていた。
【０００４】
　更に、もう一つの開示に係る巻線機は特開平９－２７４３５号であり、スピンドル先端
部に複数の巻芯部材を並列的に配置し、これら巻芯部材をスピンドル先端部にそれぞれ軸
方向に出入り可能に支持し、巻芯部材の外周を摺動可能かつスピンドル先端部に出入り可
能な鍔部材を設け、各巻芯部材に巻き付けられる線材の側面を支持する仕切部材をスピン
ドルと同軸上に回転自由に支持し、各巻芯部材および鍔部材を個別に軸方向へ移動させる
手段が設けたものであり、上記巻芯部材の１つをその先端が上記仕切部材に当接するまで
突出させると共に、上記鍔部材もスピンドル先端部だけ突出させると、巻芯部材の外周に
鍔部材と仕切部材で環状空間が形成される。この状態で、スピンドルを回転させると、巻
芯部材に追従して仕切部材も一体的に回転し、巻芯部材に線材が巻き付けられる。この巻
き付けが終了したら、いったんスピンドルを停止し、当該巻線部材を後退させる。ついで
、同様に別の巻芯部材に線材を巻き付ける。そして、複数の巻芯部材への巻線を終了した
ら、鍔部材を巻芯部材の先端に移動させると、巻回されたコイルが巻芯部材から外れる構
造になっている。
【特許文献１】特開平８－３２１４３１号
【特許文献２】特開平９－２７４３５号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記背景技術の欄に記載の特開平８－３２１４３１号に係る自動巻線機においては、２
本のスピンドル間に中間プレートを介し、１本の線材から多連コイルを製作するものであ
ったが、相互コイル間の所謂、渡り線の長さを厳密に規定することが難しいと共に、経年
使用により上記２本のスピンドルによって挟持される中間プレートが磨耗し易く、これに
よって製作される多連コイルの品質にバラツキが生じるという欠点があった。
【０００６】
　また、上記特開平９－２７４３５号に係る自動巻線機は、巻芯部材の外周を摺動可能か
つスピンドル先端部に出入り可能な鍔部材を設けたものであったが、相互コイル間の所謂
、渡り線の長さを厳密に規定することが難しいと共に、スピンドルの先端部で後退した一
次コイル（先に巻回されたコイル）が二次コイルに対する熱溶着による熱の影響を受け、
後退空間内で膨張したり、巻線が解れる等の欠点があった。
【０００７】
　本発明の目的は、上記背景技術の欄に記載の従来の技術の欠点などに鑑み成されたもの
であると共に、本発明に係る発明者の長年に亘る実験と研究の成果に基づき成されたもの
であり、回転板に立設されたアーム部にワイヤーボビン及びノズルが固着されると共に当
該ノズル先端が巻治具に取着された巻枠に対して旋回運動を行い当該ノズルから供給され
る線材を巻回するようにした、新規な巻線機を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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　上記の目的を達成するため、本発明に係る巻線機は、モータの回転駆動の伝達を受けて
回転する回転板に立設されたアーム部にワイヤーボビンＳ及びノズルが固着されると共に
当該ノズル先端が巻治具に取着された巻枠に対して旋回運動を行い上記ノズルから供給さ
れる線材を巻回することを第一の要旨とする。
【０００９】
　上記の目的を達成するため、本発明に係る巻線機は、モータの回転駆動の伝達を受けて
回転する回転板に立設されたアーム部にワイヤーボビンＳ及びノズルが固着されると共に
当該ノズル先端が巻治具に取着された巻枠に対して旋回運動を行い上記ノズルから供給さ
れる線材を巻回する旋回機構部と、当該旋回機構部側における線材の始線を把持すると共
に巻回ワークの終了後に線材を切断するチャック機構部Ａと、上記巻治具に取着された巻
枠先端と突合する突合ロッドを有する突合ロッド機構部と、上記旋回機構部・チャック機
構部Ａ・突合ロッド機構部の各機構の制御を行う制御部から成る巻線機であり、上記旋回
機構部には正逆回転自在な主軸モータＳ、上記巻治具に取着された複数の巻枠から巻回に
供する巻枠を巻回軸心位置に移動すると共に巻治具から突出及び引戻すための巻枠移動モ
ータ、上記巻治具に取着される各巻枠の巻回部を巻枠体に後退及び伸延するための可動手
段、旋回機構部をトラバース移動するトラバースモータＳが具備されている一方、上記突
合ロッド機構部には、当該突合ロッド機構部をトラバース移動するトラバースモータＴが
具備されていることを第二の要旨とする。
【００１０】
　
　更に、本発明に係る巻線機は、モータの回転駆動の伝達を受けて回転する回転板に立設
されたアーム部にワイヤーボビンＳ及びノズルが固着されると共に当該ノズル先端が巻治
具に取着された巻枠に対して旋回運動を行い上記ノズルから供給される線材を巻回する旋
回機構部と、当該旋回機構部側における線材の始線を把持すると共に巻回ワークの終了後
に線材を切断するチャック機構部Ａと、フライヤーにより上記巻枠に対して線材の巻回を
行うフライヤー巻回機構部と、当該フライヤー巻回機構部側における線材の始線を把持す
ると共に巻回ワークの終了後に線材をカットするチャック機構部Ｂと、上記旋回機構部・
チャック機構部Ａ・フライヤー巻回機構部・チャック機構部Ｂの各機構の制御を行う制御
部から成る巻線機であり、上記旋回機構部には主軸モータＳ、上記巻治具に取着された複
数の巻枠から巻回に供する巻枠を巻回軸心位置に移動すると共に巻治具から突出及び引戻
すための巻枠移動モータ、上記巻治具に取着される各巻枠の巻回部を巻枠体に後退及び伸
延するための可動手段、旋回機構部にトラバース移動を行なわせるトラバースモータＳが
具備されている一方、上記フライヤー側の巻回機構部には、当該フライヤーに線材を供給
するワイヤーボビンＦ、上記巻枠に対して上記フライヤーを回転するための正逆回転自在
な駆動モータＦ、巻回機構部をトラバース移動するトラバースモータＦが具備されている
ことを第三の要旨とするものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る上記第二の要旨に基づく巻線機は、巻治具に取着された巻枠の巻回軸心に
対して回転板に立設されたアーム部に固着されたワイヤーボビンＳ及びノズルを旋回しな
がら上記巻枠に上記ノズルから供給された線材を巻回する手段を採用している一方、巻枠
移動モータによって巻回軸心位置に次々に巻枠を移動すると共に巻枠体から突出した巻回
部に連続して線材の巻回が実施でき、これより一本の連続する線材を用いて形成された多
連コイルを容易に製作できるという効果がある。
【００１２】
　更に、本発明に係る上記第三の要旨に基づく巻線機は、旋回機構部において巻治具に取
着された巻枠の巻回軸心に対して回転板に立設されたアーム部に固着されたワイヤーボビ
ンＳ及びノズルを旋回しながら上記巻枠に上記ノズルから供給された線材を巻回する手段
を採用している一方、巻枠移動モータによって巻回軸心位置に次々に巻枠を移動すると共
に巻枠体から突出した巻回部に連続して線材の巻回を行う。更に、フライヤー巻回機構部
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において、ワイヤーボビンＦにより供給される線材をフライヤー先端から繰り出すと共に
巻枠移動モータによって巻回軸心位置に次々に巻枠を移動し、既に線材が巻回された巻回
部に対して上記フライヤーにより二重巻に巻回を施すことができ、これより二本の連続す
る線材を用いて形成された多連の二重巻コイルを容易に製作できるという効果がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明に係る巻線機は、巻治具に取着された巻枠の巻回軸心に対して回転板に立設され
たアーム部に固着されたワイヤーボビンＳ及びノズルを旋回しながら上記巻枠に上記ノズ
ルから供給された線材を巻回する手段を採用している。更に、上記巻治具には複数の巻枠
が取着されており巻枠移動モータによって、巻回に供する巻枠を巻回軸心位置に移動する
と共に巻治具から突出することができる。また、各巻枠には巻回部を巻枠体に後退及び伸
延するための可動手段が備えられている。そこで、制御部により巻枠移動モータを作動す
ると特定の巻枠のみを巻回軸心方向に突出させると共に上記突合ロッド機構部では制御部
の作動によりトラバースモータＴが駆動し突合ロッド機構部をトラバース移動し、突合ロ
ッドを巻回軸心方向へ移動し上記巻枠の先端面と突合させるようになる。なお、既にワイ
ヤーボビンＳから繰り出された線材はノズル基部から導入されノズル先端を通過し、チャ
ック機構部Ａによって始線として把持されていると共に上記巻治具に取着されている各巻
枠において巻回部は巻枠体から伸延した状態で保持されている。また、上記巻枠体から伸
延した巻回部の伸延長は巻回される線材の直径・巻回列数・ターン数によって決定される
。次に、制御部の作動により主軸モータＳが回転すると、その駆動が回転板に伝達され、
当該回転板に固着されているワイヤーボビンＳ及びノズルは、上記突出された巻枠を巻回
軸心として旋回を行なうと同時に制御部がトラバースモータＳを作動し旋回機構部を巻回
軸心方向にトラバース移動する。これによって、当該巻枠の巻回部の周側面には所要の列
数及びターン数に基づく線材の巻回が行なわれる。続いて、制御部の作動により巻枠の先
端面に突合している突合ロッドを一端後退させる一方、巻枠移動モータによって突出され
た巻枠を元の位置に引き戻すと共に巻回軸心位置に次の巻枠を移動する。更に、当該巻枠
を巻回軸心方向に突出させると共に突合ロッドを巻回軸心方向へ移動し上記巻枠の先端面
に突合させる。すると、制御部の作動により主軸モータＳが回転を開始し二番目の上記巻
枠の巻回部に対しても設定された列数及びターン数によって巻回を実施することができる
。以下、同じ手順により、三番目、四番目の巻枠の巻回部に対しても所要の巻回が実施で
きる。このようにして全ての巻回が完了すると、制御部によりチャック機構部Ａが作動し
所定位置における巻線の切断と次の巻回ワークに対する始線の把持が行なわれる。続いて
更に、制御部の作動により巻枠の先端面に突合している突合ロッドを一端後退させる一方
、一本の線材より連続して巻回された各巻枠の巻回部を可動シリンダにより巻枠体内に後
退すると、一本の連続する線材を用いて形成された多連コイルを上記巻線機から外すこと
ができる。
【００１４】
　
　更に、本発明に係る別の巻線機は、巻治具に取着された巻枠の巻回軸心に対して回転板
に立設されたアーム部に固着されたワイヤーボビンＳ及びノズルを旋回しながら上記巻枠
に上記ノズルから供給された線材を巻回する手段を採用している。更に、上記巻治具には
複数の巻枠が取着されており巻枠移動モータによって、巻回に供する巻枠を巻回軸心位置
に移動することができると共に、上記巻治具に取着される各巻枠の巻回部を巻枠体に後退
及び伸延するための可動手段が備えられている。また、制御部の作動により当該巻枠のみ
を巻回軸心方向に突出させると共に上記フライヤー巻回機構部では制御部の作動によりト
ラバースモータＦが駆動しフライヤー巻回機構部をトラバース移動し、突合ロッドを巻回
軸心方向へ移動し上記巻枠の先端面と突合させるものとする。なお、既にワイヤーボビン
Ｓから繰り出された線材はノズル基部から導入されノズル先端を通過し、チャック機構部
Ａによって始線として把持されていると共に上記巻治具に取着されている各巻枠において
巻回部は巻枠体から伸延した状態で保持されている。また、上記巻枠体から伸延した巻回
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部の伸延長は巻回される線材の直径・巻回列数・ターン数によって決定される。次に、制
御部の作動により主軸モータＳが回転すると、その駆動が回転板に伝達され、当該回転板
に固着されているワイヤーボビンＳ及びノズルは、上記突出された巻枠を巻回軸心として
旋回を行なうと同時に制御部がトラバースモータＳを作動し旋回機構部を巻回軸心方向に
トラバース移動する。これによって、当該巻枠の巻回部の周側面には所要の列数及びター
ン数に基づく線材の巻回が行なわれる。続いて、制御部の作動により巻枠の先端面に突合
している突合ロッドを一端後退させる一方、突出された巻枠を元の位置に引き戻すと共に
巻枠移動モータによって巻回軸心位置に次の巻枠を移動する。更に、当該巻枠を巻回軸心
方向に突出させると共に突合ロッドを巻回軸心方向へ移動し上記巻枠の先端面に突合させ
る。すると、制御部の作動により主軸モータＳが回転を開始し二番目の上記巻枠の巻回部
に対しても設定された列数及びターン数によって巻回を実施することができる。以下、同
じ手順により、三番目、四番目の巻枠の巻回部に対しても所要の巻回が実施できる。この
ようにして旋回機構部側の巻回が完了する。更に続いて、制御部によりフライヤー巻回機
構部の駆動モータＦが作動しワイヤーボビンＦにより供給される線材がフライヤー先端か
ら繰り出され、当該線材を上記巻枠の巻回部に巻回して行く。ここで、フライヤー巻回機
構部における上記巻回部に対する巻回手順は、旋回機構部側における最後の巻枠から最初
の巻枠へ巻回しても、制御部により巻枠移動モータを作動して最初の巻枠を巻回軸心位置
に戻した上、最初の巻枠から最後の巻枠へ巻回しても良い。このようにして、全ての巻回
が完了すると、制御部によりチャック機構部Ａ及びチャック機構部Ｂが作動し所定位置に
おける巻線の切断と次の巻回ワークに対する始線の把持が行なわれる。続いて更に、制御
部の作動により巻枠の先端面に突合しているフライヤー巻回機構部の突合ロッドを一端後
退させる一方、二本の線材よりそれぞれ連続して巻回された各巻枠の巻回部を可動シリン
ダにより巻枠体内に後退させるようにすると、二本の連続する線材を用いて形成された複
数の二重巻コイルを上記巻線機から外すことができる。
　
【実施例１】
【００１５】
　以下、本発明について実施例を用いて更に詳しく説明する。
【００１６】
　先ず、図１は本発明に係る巻線機の概要図である。図示のように、巻線機１は旋回機構
部２、突合ロッド機構部３及び各機構部の制御を行う制御部（図示せず。）から構成され
ている。更に、上記旋回機構部２においては、巻治具７に取着された巻枠６の巻回軸心に
対して回転板１４に立設されたアーム部５６に固着されたワイヤーボビンＳ４及びノズル
５を旋回しながら、巻枠６にノズル５から供給された線材を巻回する手段を採用している
。更に、巻治具７には複数の巻枠６が取着されており巻枠移動サーボモータ２３によって
、巻回に供する巻枠６を巻回軸心位置に移動することができると共に巻治具７に取着され
た巻枠６を巻治具７から突出及び引戻すことができる。更に巻枠６には巻回部２２を巻枠
体２１から伸延又は後退するための可動シリンダ１３が備えられている。ここで、巻枠移
動サーボモータ２３の回転軸は制御部の作動により軸心方向に延伸及び後退する。更に、
巻枠移動サーボモータ２３の回転軸の先端にはピニオン１１が冠着されている一方で、当
該回転軸にはＬ形載置板が取着されており、当該Ｌ形載置板には巻枠移動サーボモータ２
３の回転軸に対する軸受プレート１０及びリニアレール８が固定され、続いてリニアレー
ル８にはベースプレート９及び巻治具７が搭載されている。更にまた、ベースプレート９
には上記ピニオン１１と係連して巻治具７をリニアレール８に沿って水平方向に移動させ
るラックが取着されている。一方、図示のように、突合ロッド機構部３においては、制御
部の作動によりトラバースモータＴ２０が駆動し突合ロッド機構部３をトラバース移動し
、突合ロッド１９を巻回軸心方向へ移動し巻枠６の先端面と突合することができる。なお
、ワイヤーボビンＳ４から繰り出された線材はノズル５基部から導入されノズル５先端を
通過し、チャック機構部Ａ（ここでは図示せず。）によって始線として把持されている。
また、巻治具７に取着されている各巻枠６において巻回部２２は巻枠体２１から伸延した
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状態で保持されている。そして、巻枠体２１から伸延した巻回部２２の伸延長は巻回され
る線材の直径・巻回列数・ターン数によって決定される。
【００１７】
　次に、制御部の作動により主軸モータＳ１６が回転すると、その駆動は駆動ベルト１５
によって主軸プーリ１８に伝達されると共に主軸プーリ１８に固着された回転板１４に伝
達され、回転板１４に立設されたアーム部５６に固着されているワイヤーボビンＳ４及び
ノズル５が、上記突出された巻枠６を巻回軸心として旋回を行なうと同時に制御部がトラ
バースモータＳ１７を作動し旋回機構部２を巻回軸心方向にトラバース移動する。これに
よって、巻枠６の巻回部２２の周側面には所要の列数及びターン数に基づく線材の巻回が
行なわれる。続いて、制御部の作動により巻枠６の先端面に突合している突合ロッド１９
を一端後退させる一方、巻枠移動サーボモータ２３によって突出された巻枠６を元の位置
に引き戻すと共に巻回軸心位置に次の巻枠６を移動する。更に、巻枠６を巻回軸心方向に
突出させると共に突合ロッド１９を巻回軸心方向へ移動し巻枠６の先端面に突合させる。
すると、制御部の作動により主軸モータＳ１６が回転を開始し二番目の巻枠６の巻回部２
２に対しても設定された列数及びターン数によって巻回を実施することができる。以下、
同じ手順により、三番目、四番目の巻枠６の巻回部２２に対しても所要の巻回が実施でき
る。このようにして全ての巻回が完了すると、制御部によりチャック機構部Ａ（ここでは
図示せず。）が作動し所定位置における巻線の切断と次の巻回ワークに対する始線の把持
が行なわれる。続いて更に、制御部の作動により巻枠６の先端面に突合している突合ロッ
ド１９を一端後退させる一方、一本の線材より連続して巻回された各巻枠６の巻回部２２
を可動シリンダ１３により巻枠体２１内に引戻すと、一本の連続する線材を用いて形成さ
れた多連コイルを巻線機１から外すことができる。
【００１８】
　続いて、図２は本発明に係る別の巻線機の概要図である。図示のように、本発明に係る
別の巻線機５０は、主軸モータＳ１６の回転駆動を受けて回転する回転板１４に立設され
たアーム部５６にワイヤーボビンＳ４及びノズル５が固着されると共にノズル５先端が巻
治具７に取着された巻枠６に対して旋回運動を行いノズル５から供給される線材を巻回す
る旋回機構部２と、旋回機構部２側における線材の始線を把持すると共に巻回ワークの終
了後に線材を切断するチャック機構部Ａ（ここでは図示せず。）と、フライヤー５２によ
り巻枠６に対して線材の巻回を行うフライヤー巻回機構部５１と、フライヤー巻回機構部
５１側における線材の始線を把持すると共に巻回ワークの終了後に線材をカットするチャ
ック機構部Ｂ（ここでは図示せず。）と、旋回機構部２・チャック機構部Ａ・フライヤー
巻回機構部５１・チャック機構部Ｂの各機構の制御を行う制御部（ここでは図示せず。）
から構成されている。
【００１９】
　更に、図示のように巻治具７には複数の巻枠６が取着されており巻枠移動サーボモータ
２３によって、巻回に供する巻枠６を巻回軸心位置に移動すると共に巻治具７から突出及
び引戻すことができる。また、巻治具７に取着される各巻枠６の巻回部２２を巻枠体２１
から伸延及び引戻すための可動シリンダ１３が備えられている。ここで、巻枠移動サーボ
モータ２３の回転軸は制御部の作動により軸心方向に延伸及び後退する。更に、巻枠移動
サーボモータ２３の回転軸の先端にはピニオン１１が冠着されている一方で、当該回転軸
にはＬ形載置板が取着されており、当該Ｌ形載置板には巻枠移動サーボモータ２３の回転
軸に対する軸受プレート１０及びリニアレール８が固定され、続いてリニアレール８には
ベースプレート９及び巻治具７が搭載されている。更にまた、ベースプレート９には上記
ピニオン１１と係連して巻治具７をリニアレール８に沿って水平方向に移動させるラック
が取着されている。一方、フライヤー巻回機構部５１では制御部の作動によりトラバース
モータＦ５５が駆動しフライヤー巻回機構部５１をトラバース移動し、突合ロッド１９を
巻回軸心方向へ移動し巻枠６の先端面と突合させることができる。なお、ワイヤーボビン
Ｓ４から繰り出された線材はノズル５基部から導入されノズル５先端を通過し、チャック
機構部Ａ（ここでは図示せず。）によって始線として把持されていると共に巻治具７に取
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着されている各巻枠６において巻回部２２は巻枠体２１から伸延した状態で保持されてい
る。また、巻枠体２１から伸延した巻回部２２の伸延長は巻回される線材の直径・巻回列
数・ターン数によって決定される。
【００２０】
　次に、制御部の作動により主軸モータＳ１６が回転すると、その駆動が回転板１４に伝
達され、回転板１４に立設されたアーム部５６に固着されているワイヤーボビンＳ４及び
ノズル５が、突出された巻枠６を巻回軸心として旋回を行なうと同時に制御部がトラバー
スモータＳ１７を作動し旋回機構部２を巻回軸心方向にトラバース移動する。これによっ
て、巻枠６の巻回部２２の周側面には所要の列数及びターン数に基づく線材の巻回が行な
われる。続いて、制御部の作動により巻枠６の先端面に突合している突合ロッド１９を一
端後退させる一方、巻枠移動サーボモータ２３によって突出された巻枠６を元の位置に引
き戻すと共に巻回軸心位置に次の巻枠６を移動する。更に、巻枠６を巻回軸心方向に突出
させると共に突合ロッド１９を巻回軸心方向へ移動し巻枠６の先端面に突合させる。する
と、制御部の作動により主軸モータＳ１６が回転を開始し二番目の巻枠６の巻回部２２に
対しても設定された列数及びターン数によって巻回を実施することができる。以下、同じ
手順により、三番目、四番目の巻枠６の巻回部２２に対しても所要の巻回が実施できる。
このようにして旋回機構部２側の巻回が完了する。更に続いて、制御部によりフライヤー
巻回機構部５１の駆動モータＦ５４が作動しワイヤーボビンＦ５３により供給される線材
がフライヤー５２先端から繰り出され、線材を巻枠６の巻回部２２に巻回して行く。ここ
で、フライヤー巻回機構部５１における巻回部２２に対する巻回手順は、旋回機構部２側
における最後の巻枠６から最初の巻枠６へと巻回しても、制御部により巻枠移動サーボモ
ータ２３を作動して最初の巻枠６を巻回軸心位置に戻した上、最初の巻枠６から最後の巻
枠６へと巻回しても良い。このようにして、全ての巻回が完了すると、制御部によりチャ
ック機構部Ａ（ここでは図示せず。）及びチャック機構部Ｂ（ここでは図示せず。）が作
動し所定位置における巻線の切断と次の巻回ワークに対する始線の把持が行なわれる。続
いて更に、制御部の作動により巻枠６の先端面に突合しているフライヤー巻回機構部５１
の突合ロッド１９を一端後退させる一方、二本の線材よりそれぞれ連続して巻回された各
巻枠６の巻回部２２を可動シリンダ１３により巻枠体２１内に後退させるようにすると、
二本の連続する線材を用いて形成された複数の二重巻コイルを巻線機５０から外すことが
できる。
　
【００２１】
　続いて、本発明に係る別の巻線機５０に基づき、以下更に本発明の好適な実施例につい
て詳説するものとする。図３は旋回機構部における巻枠の巻回部に対する線材の巻回状態
を示した概要図である。図示のように、回転板１４に立設されたアーム部５６に固着され
たノズル５及びワイヤーボビンＳ４は、図中左側の突出された巻枠６を巻回軸心として旋
回を行なうものである。また、回転板１４の回転方向は時計回り・反時計回りのいずれも
自在である。更に、図中の符号５５は、チャック機構部Ａ５５であり、ワイヤーボビンＳ
４から繰り出された線材６０はノズル５基部から導入されノズル５先端を通過し、チャッ
ク機構部Ａ５５によって始線として把持されている。ここで、言及するまでもなくチャッ
ク機構部Ａ５５は、ノズル５による巻回に支障しない位置に配置されている。
【００２２】
　更に続いて、図４は、図３の部分拡大図であり、巻治具に取着されている各巻枠６にお
いて巻回部２２は巻枠体から伸延した状態で保持されている巻枠６に対する線材６０の巻
回状態を示したものである。ここで、巻治具に取着されている各巻枠６の巻回部２２は可
動シリンダによって巻枠体２１から伸延した状態で保持されている。また、図示の状態で
は、右側の巻枠６が巻枠移動サーボモータ２３によって巻回軸心位置に移動されていると
共に巻回軸心方向に突出された状態である。ここで、巻線６０の巻回手順について触れる
と、図示のように、チャック機構部Ａ側によって把持された線材６０は、先ず、図中左側
の巻枠６の巻回部２２基部から時計方向に一重巻されて巻回部２２先端に至り、次に当該
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先端から折返し同じく時計回りで巻回部２２基部まで巻回され二重巻が成される。次に、
線材６０を連続したまま渡り線６１を経て、図中右側の突出した巻枠６の巻回部２２の基
部に到達している。続いて、線材６０は図中右側の突出した巻枠６の巻回部２２の基部か
ら時計方向に一重巻されて巻回部２２先端に至り、次に当該先端から折返し同じく時計回
りで巻回部２２基部まで巻回され二重巻が成されてノズル側に至っている。
【００２３】
　更にまた、図５は図４の巻回状態を部分拡大図と共に別の角度から示した概要図である
。図示のように、各巻枠６において巻回部２２は巻枠体から伸延した状態で保持されてい
ると共に奥側の巻枠６が巻回軸心位置に移動されていると共に巻回軸心方向に突出された
状態で、フライヤー巻回機構部５１における突合ロッド１９の先端と突合している。ここ
でも、巻線６０の巻回手順について触れると、図示のように、チャック機構部Ａ側によっ
て把持された線材６０は、先ず、図中手前側の巻枠６の巻回部２２基部から時計方向に一
重巻されて巻回部２２先端に至り、次に当該先端から折返し同じく時計回りで巻回部２２
基部まで巻回され二重巻が成される。次に、線材６０を連続したまま渡り線６１を経て、
図中奥側の突出した巻枠６の巻回部２２の基部に到達している。続いて、線材６０は図中
奥側の突出した巻枠６の巻回部２２の基部から時計方向に一重巻されて巻回部２２先端に
至り、次に当該先端から折返し同じく時計回りで巻回部２２基部まで巻回され二重巻が成
されてノズル側に至っているものである。
【００２４】
　続いてまた、図６は、フライヤー巻回機構部におけるフライヤーによって手前側の巻回
部に対する線材の巻回状態を示した概要図である。ここでは、手前側の巻枠６が巻枠移動
サーボモータ２３によって巻回軸心位置に移動されていると共に巻回軸心方向に突出され
た状態でフライヤー巻回機構部５１における突合ロッド１９の先端と突合している。図示
のように、フライヤー巻回機構部５１側に配置されたワイヤーボビンＦ（ここでは図示せ
ず。）から供給される線材はフライヤー５２に導入され、フライヤー５２の先端から延出
しチャック機構部Ｂ（図示せず。）によって始線として把持される。そして、図中の部分
拡大図のように、チャック機構部Ｂ側によって把持された線材７０は、先ず、図中手前側
の巻枠６の巻回部２２先端から反時計方向に一重巻されて巻回部２２基部に至っている。
【００２５】
　最後に、図７は、フライヤー巻回機構部におけるフライヤーによって奥側の巻回部に対
する線材の巻回状態を示した概要図である。
ここでは、奥側の巻枠６が巻枠移動サーボモータ２３によって巻回軸心位置に移動されて
いると共に巻回軸心方向に突出された状態でフライヤー巻回機構部５１における突合ロッ
ド１９の先端と突合している。図６において、フライヤー巻回機構部５１におけるフライ
ヤー５２によって手前側の巻回部２２に巻回された線材は次に、渡り線６１を経て、図中
奥側の突出した巻枠６の巻回部２２の基部に到達し、巻枠６の巻回部２２の基部から反時
計方向に一重巻されて巻回部２２先端からフライヤー５２に至っている。このようにして
、全ての巻回が完了すると、制御部によりチャック機構部Ａ（ここでは図示せず。）及び
チャック機構部Ｂ（図示せず。）が作動し所定位置における線材の切断と次の巻回ワーク
に対する始線の把持が行なわれる。続いて更に、制御部の作動により巻枠６の先端面に突
合しているフライヤー巻回機構部５１の突合ロッド１９を一端後退させる一方、二本の線
材よりそれぞれ連続して巻回された各巻枠６の巻回部２２を可動シリンダ１３により巻枠
体２１内に後退させるようにすると、二本の連続する線材を用いて形成された二連の二重
巻コイルは各巻回部２２から押出されて、機外に設けられた製品受に落下する。
【産業上の利用可能性】
【００２６】
　本発明に係る巻線機については、上記実施例に基づき説明したが、旋回機構部の主軸モ
ータＳ、駆動モータＦは正逆回転自在であると共に、巻治具に取着する巻枠の数を増加す
ることは容易である為、本発明に係る巻線機によって製作される多連コイルの巻回パター
ンは上記のものに限定されるものではなく、三重以上の巻回パターンや隣合う巻枠への渡
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り線を巻回部先端から巻回部基部へと導くこともできる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明に係る巻線機の概要図。
【図２】本発明に係る別の巻線機の概要図。
【図３】旋回機構部における巻枠の巻回部に対する線材の巻回状態を示した概要図。
【図４】図３の部分拡大図。
【図５】図４の巻回状態を部分拡大図と共に別の角度から示した概要図。
【図６】フライヤー巻回機構部におけるフライヤーによって手前側の巻回部に対する線材
の巻回状態を示した概要図。
【図７】フライヤー巻回機構部におけるフライヤーによって奥側の巻回部に対する線材の
巻回状態を示した概要図。
【符号の説明】
【００２８】
　１　　本発明に係る巻線機
　２　　旋回機構部
　３　　突合ロッド機構部
　４　　ワイヤーボビンＳ
　５　　ノズル
　６　　巻枠
　７　　巻治具
　８　　リニアレール
　９　　ベースプレート
　１０　軸受プレート
　１１　ピニオン
　１２　ラック
　１３　可動シリンダ
　１４　回転板
　１５　駆動ベルト
　１６　主軸モータＳ
　１７　トラバースモータＳ
　１８　主軸プーリ
　１９　突合ロッド
　２０　トラバースモータＴ
　２１　巻枠体
　２２　巻回部
　２３　巻枠移動サーボモータ
　５０　本発明に係る別の巻線機
　５１　フライヤー巻回機構部
　５２　フライヤー
　５３　ワイヤーボビンＦ
　５４　駆動モータＦ
　５５　チャック機構部Ａ
　５６　アーム部
　５７　トラバースモータＦ
　６０　線材
　６１　渡り線
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